

名古屋港管理組合本庁舎等整備事業

様式集

平成19年４月13日

（平成19年5月31日修正）
名古屋港管理組合

１　様式一覧

（１）募集要項の公表に関する手続き書類

提出部数

	書類
	様式名
	枚数

制限
	備考

	説明会参加申込書
	様式1-1
	1
	

	質問書
	様式1-2
	適宜
	

	閲覧資料貸与申込書
	様式1-3
	1
	

	閲覧資料借用書
	様式1-4
	1
	


（２）参加表明書提出時の提出書類

ア　参加表明書
	書類
	様式名
	枚数

制限
	備考

	参加表明書
	様式2-1
	1
	

	グループ構成員及び協力会社一覧表
	様式2-2
	適宜
	

	事業実施体制
	様式2-3
	1
	

	委任状
	様式2-4
	1
	


イ　参加審査書類
	書類
	様式名
	枚数

制限
	備考

	資格審査書
	様式2-5
	1
	

	本庁舎・港湾会館及び合築民間施設に関する維持管理実績確認書
	様式2-6
	1
	担当する者が複数の場合、担当する者ごと

	本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の維持管理業務に関する資格等確認書
	様式2-7
	1
	同上

	本庁舎・港湾会館及び合築民間施設に関する運営実績確認書
	様式2-8
	1
	同上

	本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の運営業務に関する資格等確認書
	様式2-9
	1
	同上

	現本庁舎敷地活用事業に関する実績確認書
	様式2-10
	1
	同上

	現本庁舎敷地活用事業に関する資格等確認書
	様式2-11
	1
	同上

	現港湾会館敷地活用事業に関する実績確認書
	様式2-12
	1
	同上

	現港湾会館敷地活用事業に関する資格等確認書
	様式2-13
	1
	同上


（３）参加を辞退する場合の提出書類
	書類
	様式名
	枚数

制限
	備考

	参加辞退届
	様式3-1
	1
	


（４）事業提案書提出時の提出書類

ア　提案価格書

	書類
	様式名
	枚数

制限
	備考

	本庁舎・港湾会館のサービス購入費に関する提案価格書
	様式4-1
	1
	

	本庁舎・港湾会館のサービス購入費に関する提案価格内訳書
	様式4-2
	1
	

	合築民間施設敷地の貸付料に関する提案価格書
	様式4-3
	1
	

	現本庁舎敷地の貸付料に関する提案価格書
	様式4-4
	1
	

	現港湾会館敷地の売払払代金に関する提案価格書
	様式4-5
	1
	


イ　事業提案書

（1） 事業提案書（提案図面以外）

	書類
	様式名
	枚数

制限
	備考

	事業提案書提出届
	様式5-1
	1
	

	要求水準に関する確認書
	様式5-2
	1
	

	事業提案書一覧表
	様式5-3
	4以内
	

	Ⅰ　事業計画に関する提案

	
	表紙
	様式6-1
	1
	

	
	１ 事業実施方針

	
	事業実施方針
	基本コンセプト
	様式6-2
	2以内
	

	
	
	ＰＦＩ導入による効果
	様式6-3
	2以内
	

	
	２ 事業実施体制

	
	マネジメント体制
	マネジメント体制
	様式6-4
	2以内
	

	
	
	業務遂行能力
	様式6-5
	2以内
	

	
	ＳＰＣの体制
	ＳＰＣの事業スキーム
	様式6-6
	1
	

	
	
	調査・設計・建設体制
	様式6-7
	2以内
	

	
	
	維持管理・運営体制
	様式6-8
	2以内
	

	
	活用事業の履行体制
	様式6-9
	1
	

	Ⅱ　ＳＰＣの経営計画に関する提案

	
	表紙
	様式7-1
	1
	

	
	１ ＳＰＣの機関設計

	
	経営責任，意思決定，議決権
	様式7-2
	2以内
	

	
	２ 収支計画・資金調達計画

	
	収支計画

	収支計画
	様式7-3
	1
	

	
	
	事業収支計画
	様式7-4
	1
	

	
	
	事業収支計画（設計・建設業務費計算書）
	様式7-5
	各2

以内
	内訳について各項目2枚以内とする

	
	
	事業収支計画（収入計算書）
	様式7-6
	2以内
	

	
	
	貸会議室の収入予測等
	様式7-7
	2以内
	

	
	
	合築民間施設の収入予測
	様式7-8
	2以内
	

	
	
	事業収支計画（維持管理・運営業務費計算書）
	様式7-9
	各2

以内
	内訳について各項目2枚以内とする

	
	
	事業収支計画（損益計算書）
	様式7-10
	2以内
	Excel形式

	
	
	事業収支計画（キャッシュフロー表）
	様式7-11
	2以内
	Excel形式

	
	
	事業収支計画（組合の支払額）
	様式7-12
	2以内
	Excel形式

	
	資金調達計画
	資金調達方法，資金調達の確実性（資金調達計画）
	様式7-13
	適宜
	

	
	
	資金調達方法，資金調達の確実性（調達条件）
	様式7-14
	適宜
	

	
	
	資金調達方法，資金調達の確実性（割賦金利）
	様式7-15
	1
	

	
	３ リスク管理

	
	リスク管理
	リスクの抽出，リスク回避・低減方法，リスク対応策
	様式7-16
	2以内
	

	
	
	保険の付保
	様式7-17
	適宜
	

	
	事業破綻
	ＳＰＣの破綻回避，ＳＰＣ等の破綻時の対処方法
	様式7-18
	1
	

	Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案

	
	表紙
	様式8-1
	1
	

	
	基本性能

	
	施設内容，全体面積
	様式8-2
	適宜
	Excel形式

	
	設計・建設業務の実施（１）
	様式8-3
	1
	

	
	設計・建設業務の実施（２）
	様式8-4
	1
	Excel形式

	
	１ 港まちづくりと連携する施設

	
	地域性
	様式8-5
	2以内
	

	
	景観性
	様式8-6
	2以内
	

	
	２ 港湾行政・情報サービス拠点となる施設

	
	利便性
	移動（経路）
	様式8-7
	2以内
	

	
	
	移動（動線，サイン・搬送設備）
	様式8-8
	2以内
	

	
	
	移動（スペース・寸法, 仕上げ・ディテール等），操作
	様式8-9
	適宜
	

	
	バリアフリー
	様式8-10
	2以内
	

	
	室内環境
	様式8-11
	4以内
	

	
	情報化対応性
	様式8-12
	2以内
	

	
	３ みなとの防災・危機管理拠点となる施設

	
	防災性
	耐震
	様式8-13
	2以内
	

	
	
	対火災，対浸水，耐風，耐雪・耐寒，対落雷，常時加重・
	様式8-14
	4以内
	

	
	機能維持性
	様式8-15
	2以内
	

	
	防犯性
	様式8-16
	2以内
	

	
	４ 環境負荷の低減を考慮し、人に優しい施設

	
	環境負荷低減性
	様式8-17
	2以内
	

	
	周辺環境保全性
	様式8-18
	1
	

	
	５ 経済的合理性の優れた施設

	
	耐用性
	様式8-19
	2以内
	

	
	保全性
	様式8-20
	1
	

	Ⅳ　本庁舎・港湾会館の維持管理・運営計画に関する提案

	
	表紙
	様式9-1
	1
	

	
	１　維持管理計画

	
	維持管理全体計画
	様式9-2
	2以内
	

	
	建築物点検保守・修繕業務計画
	様式9-3
	2以内
	

	
	建築設備運営監視業務計画
	様式9-4
	2以内
	

	
	清掃業務計画
	様式9-5
	2以内
	

	
	２ 運営計画

	
	運営計画全体
	様式9-6
	2以内
	

	
	警備・受付業務計画
	様式9-7
	2以内
	

	
	本庁舎福利厚生諸室運営業務計画
	様式9-8
	2以内
	

	
	港湾会館運営業務計画
	様式9-9
	4以内
	

	Ⅴ　合築民間施設に関する提案

	
	表紙
	様式10-1
	1
	

	
	１ 合築民間施設

	
	合築民間施設の考え方
	様式10-2
	2以内
	

	
	施設計画
	様式10-3
	6以内
	

	
	維持管理計画
	様式10-4
	1
	

	
	運営計画
	様式10-5
	2以内
	

	Ⅵ　現本庁舎敷地活用事業及び現港湾会館敷地活用事業に関する提案

	
	表紙
	様式11-1
	1
	

	
	１ 現本庁舎敷地活用事業

	
	現本庁舎敷地活用事業の考え方
	様式11-2
	2以内
	

	
	施設計画
	様式11-3
	6以内
	

	
	運営計画
	様式11-4
	2以内
	

	
	経営計画
	様式11-5
	2以内
	

	
	２ 現港湾会館敷地活用事業

	
	現港湾会館敷地活用事業の考え方
	様式11-6
	2以内
	

	
	施設計画
	様式11-7
	6以内
	

	
	運営計画
	様式11-8
	2以内
	

	
	経営計画
	様式11-9
	2以内
	


（イ）提案図面
	書類
	様式名
	枚数

制限
	備考

	本庁舎・港湾会館及び合築民間施設提案図面

	
	表紙
	様式12-1
	1
	

	
	配置図（縮尺1／500）
	様式12-2
	1
	

	
	各階平面図（縮尺1／250）
	様式12-3
	適宜
	

	
	立面図（縮尺1／250）
	様式12-4
	適宜
	

	
	断面図（縮尺1／250）
	様式12-5
	適宜
	

	
	外観透視図（２種）
	様式12-6
	適宜
	

	
	内観透視図（２種）
	様式12-7
	適宜
	

	現本庁舎敷地活用事業提案図面

	
	表紙
	様式13-1
	1
	

	
	配置図（縮尺1／500）
	様式13-2
	1
	

	
	外観透視図（１種）
	様式13-3
	適宜
	

	現港湾会館敷地活用事業提案図面

	
	表紙
	様式14-1
	1
	

	
	配置図（縮尺1／500）
	様式14-2
	1
	

	
	外観透視図（１種）
	様式14-3
	適宜
	


２　事業提案書等作成要領

（１）一般的事項

各提出書類を作成するにあたり、特に名古屋港管理組合（以下「組合」という。）からの指示がない限り、以下の項目に留意してください。

なお、本様式集で使用する用語の定義は、同一の名称によって募集要項等において使用される用語の定義と同じものとします。

ア　言語、通貨及び単位

各提出書類に用いる言語は、日本語とし、全て横書きとしてください。また、通貨は円、単位は計量法（平成４法律第51号）に定めるものとします。

イ　使用する用紙のサイズ等

図書のサイズは、表紙を含め、各規定様式を使用し、特に指定のない限り、日本工業規格Ａ４版縦置き横書き片面を標準とします。ただし、表はＡ４版又はＡ３版、図面はＡ３版を標準とします。

ウ　使用ソフト

使用ソフトは、図、表、写真、スケッチ、提案図面を除き、できる限りMicrosoft Word（2000以上、2003以下）あるいはMicrosoft Excel（2000以上、2003以下）（いずれもWindows版で処理可能なもの）を使用すること。

エ　会社名の記入

事業提案書には、応募企業または応募グループの代表企業名を記入してください。

オ　その他共通事項

その他、事業提案書等の作成に当たっては、下記の事項に留意してください。

・明確かつ具体的に記述すること。

・分かりやすさ、見やすさに配慮し、必要に応じて図、表、写真、スケッチ等を適宜利用すること。

・製本する際は、特に指定のない限り、表紙のサイズにあわせること。

・各様式の枚数は、上記１の様式一覧の枚数制限を遵守すること。

・ページが複数にわたる場合は、次の例示のように各項目の右端上に通し番号をつけること。

例）

(様式6-2)

Ⅰ　事業実施計画に関する提案

	中項目
	１　事業実施方針

	小項目
	事業実施方針

	細項目
	基本コンセプト


（２）参加表明書提出時の提出資料

参加表明書及び資格審査書等の作成、提出に当たっては、以下の項目に留意してください。

・指定の様式あるいは書類を必要部数作成し、表紙を付け、Ａ４版片綴じ（左側２点綴じ）で提出すること。

・様式の指定のない書類（関係書類一覧の資格や実績を証する書類の写し等（Ａ～Ｊ））については、関係する様式の後に挿入し、書類番号（Ａ～Ｊ）を資料に付すこと。業務を複数の者で実施する場合、企業ごとに様式と関係書類をまとめ、書類番号に枝番（「Ａ－１」等）を付すこと。

・各様式に準じて作成する提出書類で使用する文字の大きさは、10.5ポイント以上で作成すること（資格を証する書類の写し等を除く）。

・資格要件が必要となる応募企業、応募グループの構成員又は協力会社は、グループ構成員及び協力会社一覧表(様式2-2)に名古屋港管理組合競争入札参加資格の業者番号を記入すること。

なお、合築民間施設をＰＦＩ事業者ではない事業者が実施する場合は、以下のとおり作成してください。

・様式2-2において、合築民間施設を実施する者（以下「合築民間施設事業者」という。）について記入欄を追加し、記入すること。

・合築民間施設事業者に関する実績、資格等について、様式2-6から様式2-9については不要とし（本庁舎・港湾会館に関してのみ記入のこと）、様式2-10及び様式2-11と同様の様式（様式2-14及び様式2-15）を作成し、提出すること。

（３）事業提案書提出時の提出書類

ア　提案価格

（ア）共通事項　(様式4-1)～(様式4-5)

提案書の作成、提出に当たっては、以下の項目に留意してください。

・提案価格書は、組合の指定する封筒に入れ、封印して提出すること。

・提案価格書には、応募者名（応募グループの場合は代表企業名）を記入し、押印すること。

・封筒の表には、必ず応募グループ名を記載すること。

・本庁舎・港湾会館のサービス購入費に関する提案価格(様式4-1)は、事業期間にわたるサービス購入費を単純に合計した金額を記載すること。

・他の様式との整合に留意すること。

・金利及び物価は現行水準（事業期間一定）で算出し、金利の増減、物価の増減については考慮しないこと。

・提案価格には、消費税及び地方消費税を加えないこと。

（イ）本庁舎・港湾会館のサービス購入費に関する提案価格内訳書　(様式4-2) 

提案価格内訳書の作成に当たっては、以下の項目に留意してください。

・提案価格は、サービス購入費支払い予定表(様式7-12)の数値と整合を図りながら、本庁舎・港湾会館の整備費相当分（本庁舎の整備費及び港湾会館の整備費の合計、サービス購入費Ａ、サービス購入費Ｂ及びサービス購入費Ｃの合計）本庁舎・港湾会館の管理運営費相当分（サービス購入費Ｄ）を合計して算出すること。

・算出される提案価格は、本庁舎・港湾会館のサービス購入費に関する提案価格書(様式4-1)に記載される金額と必ず一致すること。

・サービス購入費Ａは、下記（オ）の現港湾会館敷地の売払代金に関する提案価格書(様式4-5)に記載される金額の105分の100を記載すること。
・サービス購入費Ｂは、本庁舎・港湾会館の整備費相当額の２分の１からサービス購入費Ａを控除した金額を記載すること。

（ウ）合築民間施設敷地の貸付料に関する提案価格書　(様式4-3) 

提案価格書の作成に当たっては、以下の項目に留意してください。

・提案価格は、募集要項の３（６）イの条件に基づき、「１月１平方メートル当たり貸付料単価」、「貸付面積」、「１月当たり貸付料単価」及び「貸付料総額」を算出すること。

・「貸付期間」は、合築民間施設敷地貸付契約の締結日から平成47年３月までの期間とすること。

（エ）現本庁舎敷地の貸付料に関する提案価格書　(様式4-4)

提案価格書の作成に当たっては、以下の項目に留意してください。

・提案価格は、募集要項の３（６）ウの条件に基づき、「貸付面積」、「１月当たり貸付料単価」及び「貸付料総額」を算出すること。

・「貸付期間」は、貸付希望期間（現本庁舎敷地貸付契約の締結日から平成47年３月までの期間で最大25年）とすること。

（オ）現港湾会館敷地の売払代金に関する提案価格書　(様式4-5)

提案価格書の作成に当たっては、以下の項目に留意してください。

・提案価格は、募集要項の３（６）エの条件に基づき、「売払代金」を算出すること。

イ　事業提案書

（ア）事業提案書（提案図面以外）

事業提案書の作成、提出に当たっては、以下の項目に留意してください。

・各様式の枚数は、原則、上記１の様式一覧の枚数制限を遵守することとするが、規定枚数を超えることも可とする。この場合、「中項目」の各様式の枚数制限の合計枚数内におさめること。

・指定の様式あるいは書類を必要部数作成し、それぞれ様式5-1、様式5-2、様式5-3及び表紙（様式6-1等）を付け、Ａ４版片方綴じ（左側２点綴じ）で提出すること。Ａ３版はＡ４版片綴じ（左側２点綴じ）で織り込むこと。

・各様式の下端に、事業提案書全体（様式5-1、様式5-2、様式5-3及び表紙(様式6-1等）を除く）を通してページ番号を付すこと。

・応募者の意図を説明するため、適宜必要な図面、スケッチ等による表現を記載することを可能とするが、規定枚数に含めること。

・事業提案書の構成に支障がある場合は、各様式の外枠線を削除することを可能とする。

・他の様式間で参照が必要な場合（他の様式で、より具体的、詳細に説明、記述されている場合等）には、参照先の様式番号を記述すること。

・各様式は、優先交渉権者選定基準の別紙の評価項目により構成されており、様式の「中項目」、「小項目」及び「細項目」は、それぞれ優先交渉権者選定基準の「中項目」、「小項目」及び「細項目」に対応する。従って、提案に当たっては、優先交渉権者選定基準の「基礎審査項目」、「基礎審査の確認ポイント」、「評価項目の評価ポイント」を踏まえ提案、記述すること。

・「要点」欄のある様式については、当該様式の提案内容の特徴、要求水準を上回る性能、独自提案を要約し、箇条書きにより、記述すること。

・なお、提案内容の評価（性能等に関する評価）に当たって、評価のための補助的資料を作成することを予定している。この補助的資料は、各様式の提案内容（計数を含む。）のほか、各様式の「要点」欄の記述内容をもとに作成することを予定している。従って、「要点」欄は、評価に資するものであることを念頭に置き、提案内容についてできるだけ具体的に記述すること。

・提案の前提となる基準金利（様式7-15関係）は、平成19年４月２日の東京時間午前10時にテレレート17143頁に発表されたTOKYO SWAP REFERENCE RATE ６か月LIBORベース10年物（円－円）金利スワップレートである1.813％とする。

・提出時には、指定部数に加え、全てのデータをＣＤ－Ｒに保存のうえ３部提出すること。

なお、合築民間施設をＰＦＩ事業者ではない事業者が実施する場合は、以下のとおり作成してください。

・様式6-4及び様式6-9において、合築民間施設事業者に関しても記述すること。

・様式7-3から様式7-18における合築民間施設に関する記述を不要とする。ただし、ＳＰＣによる合築民間施設事業者の支援に関してはこの限りではない。

・合築民間施設の経営計画について、様式11-5の内容をもって、新たに様式7-19として様式を作成し、提案すること。

（イ）提案図面

提案図面の作成、提出に当たっては、以下の項目に留意してください。

・指定の図面を必要部数作成し、各施設・事業の表紙を付け、Ａ３版横置き片綴じ（左側２点綴じ）で提出すること。

・各図面に枚数制限はない。

・ＪＩＳの建築製図通則に従って作成すること。

・各様式は、優先交渉権者選定基準の別紙の「様式」欄の様式番号と対応しており、提案図面の様式番号が付されている評価項目は、提案図面により評価する。従って、提案に当たっては、優先交渉権者選定基準の「基礎審査項目」、「基礎審査の確認ポイント」、「評価項目の評価ポイント」及び関係する事業提案書の提案内容を踏まえ作成すること。

・提出時には、指定部数に加え、出力サイズをＡ３版とし、ファイル形式をPDF形式としたデータを、上記（ア）と同じＣＤ－Ｒに保存のうえ提出すること。

（１）募集要項の公表に関する手続き書類

(様式1-1)

平成　　年　　月　　日

説明会参加申込書

（申込者）
所在地


商号又は名称

　名古屋港管理組合本庁舎等整備事業の募集要項等の説明会への参加を申し込みます。

担当者連絡先等

	氏名
	

	所属
	

	所在地
	

	電話
	

	ファックス
	

	メールアドレス
	

	参加者人数
	


注）１　説明会への参加は、１社当たり２名までとする。

２　平成19年４月18日（水）正午までに申し込むこと（必着）。

３　申込方法は、ファックス又は電子メール（ファイル添付）にて名古屋港管理組合建設部総合開発室に提出のこと。なお、電子メールによる提出の場合、ファイル形式はMicrosoft Wordとすること。

４　当日、資料は配布しないので、ホームページよりダウンロードしたものを持参すること。

(様式1-2)

質　問　書

※添付Excelファイルによる形式で作成、提出してください。

(様式1-3)

平成　　年　　月　　日
閲覧資料貸与申込書
（申込者）
所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　名古屋港管理組合本庁舎等整備事業の要求水準書の閲覧資料の貸与を申し込みます。
担当者連絡先等
	氏名
	

	所属
	

	所在地
	

	電話
	

	ファックス
	

	メールアドレス
	

	貸与希望日
	第１希望日
	第２希望日
	第３希望日

	
	　　月　　日（　）
	　　月　　日（　）
	　　月　　日（　）


注）１　平成19年４月13日（金）午前９時から５月10日（木）午後５時までに申し込むこと。
２　申込方法は、ファックス又は電子メール（ファイル添付）にて名古屋港管理組合建設部総合開発室に提出のこと。
(様式1-4)

平成　　年　　月　　日
閲覧資料借用書
（申込者）
所在地

商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　名古屋港管理組合本庁舎等整備事業の要求水準書の閲覧資料を借用します。
本資料を借用するに当たっては、本事業に参加することを目的に適正に使用することを誓約します。
担当者連絡先等
	氏名
	

	所属
	

	所在地
	

	電話
	

	ファックス
	

	借用日
	平成19年　月　日（　）

	返却日
	平成19年　月　日（　）


注）閲覧資料の貸与を受ける際、名古屋港管理組合建設部総合開発室に提出のこと。

（２）参加表明書提出時の提出書類

(様式2-1)

平成　　年　　月　　日

参加表明書
名古屋港管理組合管理者

名古屋市長　松原　武久　殿

［応募企業又は応募グループの代表企業］

所在地　　

商号又は名称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　

［応募企業又は応募グループの代表企業］グループは、平成19年４月13日付で名古屋港管理組合が公表した「名古屋港管理組合本庁舎等整備事業」の応募者として参加します。

なお、構成員、協力会社、現本庁舎敷地活用事業者及び現港湾会館敷地活用事業者は、他の応募者として「名古屋港管理組合本庁舎等整備事業」に参加しないことを誓約します。

(様式2-2)

平成　　年　　月　　日

グループ構成員及び協力会社一覧表（１／２）

	１　応募企業又は応募グループの代表企業

	所在地　　

商号又は名称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	名古屋港管理組合競争入札参加資格　業者番号　No.

	担当者　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　所　属

電　話　　　　　　　　　　　　　　　ファックス

メールアドレス

	［本事業における役割］




	２　構成員又は協力会社

	所在地　　

商号又は名称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	名古屋港管理組合競争入札参加資格　業者番号　No.

	担当者　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　所　属

電　話　　　　　　　　　　　　　　　ファックス

メールアドレス

	［本事業における役割］




	３　構成員又は協力会社

	所在地　　

商号又は名称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	名古屋港管理組合競争入札参加資格　業者番号　No.

	担当者　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　所　属

電　話　　　　　　　　　　　　　　　ファックス

メールアドレス

	［本事業における役割］




注）構成員又は協力会社の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。

平成　　年　　月　　日

グループ構成員及び協力会社一覧表（２／２）

	４　構成員又は協力会社

	所在地　　

商号又は名称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	名古屋港管理組合競争入札参加資格　業者番号　No.

	担当者　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　所　属

電　話　　　　　　　　　　　　　　　ファックス

メールアドレス

	［本事業における役割］




	５　現本庁舎敷地活用事業者

	所在地　　

商号又は名称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	名古屋港管理組合競争入札参加資格　業者番号　No.

	担当者　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　所　属

電　話　　　　　　　　　　　　　　　ファックス

メールアドレス

	［本事業における役割］




	６　現港湾会館敷地活用事業者

	所在地　　

商号又は名称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	名古屋港管理組合競争入札参加資格　業者番号　No.

	担当者　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　所　属

電　話　　　　　　　　　　　　　　　ファックス

メールアドレス

	［本事業における役割］




注）構成員又は協力会社の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。

(様式2-3)

事業実施体制
	・ＳＰＣ（特別目的会社）と応募企業又は応募グループの代表企業、グループ構成員、協力会社、現本庁舎敷地活用事業者、現港湾会館敷地活用事業者のほか、名古屋港管理組合、融資機関等、本事業に関係する各主体について、それぞれの役割、相互関係が把握できるよう事業実施体制を図示すること。




(様式2-4)

平成　　年　　月　　日

委任状
名古屋港管理組合管理者

名古屋市長　松原　武久　殿

	委任者

（構成員）
	所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	委任者

（構成員）
	所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	委任者

（構成員）
	所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	委任者

（構成員）
	所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


注）構成員の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。

私達は、下記の企業を応募グループの代表企業とし、「名古屋港管理組合本庁舎等整備事業」に関し、下記の権限を委任します。

	受任者
	所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	委任事項
	１．参加表明について

２．参加辞退について

３．事業提案書について

４．契約締結について（ＳＰＣ設立前まで）


(様式2-5)

平成　　年　　月　　日

資格審査書
名古屋港管理組合管理者

名古屋市長　松原　武久　殿

［応募企業又は応募グループの代表企業］

所在地　　

商号又は名称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成19年４月13日付で名古屋港管理組合が公表した「名古屋港管理組合本庁舎等整備事業」に係る参加資格の確認のために、募集要項に基づき関係書類を添えて本資格審査書を提出します。

なお、募集要項に定められた参加資格要件等を満たしていること、並びに、提出書類の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。

関 係 書 類 一 覧
	様式
	書類名

添付書類［書類番号］

	本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の設計に当たる者（設計企業）

	
	＜添付書類＞
［Ａ］建築士法第23条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っていることを証する書類の写し

	本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の工事監理に当たる者（工事監理企業）

	
	＜添付書類＞

［Ｂ］建築士法第23条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っていることを証する書類の写し

	本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の建設に当たる者（建設企業）

	
	＜添付書類＞

［Ｃ］建設業法第３条第１項の規定により、建築工事業及び電気工事業につき特定建設業の許可を受けていることを証する書類の写し

［Ｄ］経営事項審査結果通知書の写し（建築一式工事、電気工事）

	本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の維持管理に当たる者（維持管理企業）

	様式2-6
	本庁舎・港湾会館及び合築民間施設に関する維持管理実績確認書
＜添付書類＞

［Ｅ］業務実績を証する書類（契約書該当部分の写し等）

	様式2-7
	本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の維持管理業務に関する資格等確認書



	本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の運営に当たる者（運営企業）

	様式2-8
	本庁舎・港湾会館及び合築民間施設に関する運営実績確認書
＜添付書類＞

［Ｆ］業務実績を証する書類（契約書該当部分の写し等）

	様式2-9
	本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の運営業務に関する資格等確認書



	現本庁舎敷地活用事業者

	様式2-10
	現本庁舎敷地活用事業に関する実績確認書
＜添付書類＞

［Ｇ］業務実績を証する書類（契約書該当部分の写し等）

	様式2-11
	現本庁舎敷地活用事業に関する資格等確認書



	現港湾会館敷地活用事業者

	様式2-12
	現港湾会館敷地活用事業に関する実績確認書
＜添付書類＞

［Ｈ］業務実績を証する書類（契約書該当部分の写し等）

	様式2-13
	現港湾会館敷地活用事業に関する資格等確認書



	構成員、協力会社、現本庁舎敷地活用事業者、現港湾会館敷地活用事業者の全て

	様式任意
	＜添付書類＞

［Ｉ］経営状況を確認できる書類（直近３年間の損益計算書、貸借対照表）

	様式任意
	＜添付書類＞

［Ｊ］会社概要（印刷物等）


(様式2-6)

本庁舎・港湾会館及び合築民間施設に関する維持管理実績確認書
	維持管理企業名
	※商号又は名称を記載のこと。

	所在地
	

	代表者氏名
	

	維持管理企業の業務実績

	施設名
	

	施設所有者名
	

	施設所在地
	

	業務発注者名
	

	業務名
	

	業務内容
	※維持管理業務の内容を記載のこと。

	業務実施期間
	

	施設概要
	

	供用開始日
	

	構造
	

	階数
	

	延べ床面積
	

	施設用途
	※主要な用途を記載のこと。


注）１　複数の者で実施する場合、募集要項の資格等要件を満たす者ごとに作成、提出すること。

２　実績を証する書類として、契約書該当部分の写し等を添付すること。なお、当該事業者が施設を所有する場合など、契約書がない場合、契約書該当部分の写し等は不要とする。

(様式2-7)

平成　　年　　月　　日

本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の維持管理業務に関する資格等確認書
名古屋港管理組合管理者

名古屋市長　松原　武久　殿

［応募企業又は応募グループの代表企業］

所在地　　

商号又は名称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成19年４月13日付で名古屋港管理組合が公表した「名古屋港管理組合本庁舎等整備事業」の本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の維持管理業務について、必要な資格（許可・登録・認定など）をもってこれを実施することを誓約します。

(様式2-8)

本庁舎・港湾会館及び合築民間施設に関する運営実績確認書
	運営企業名
	※商号又は名称を記載のこと。

	所在地
	

	代表者氏名
	

	運営企業の業務実績

	施設名
	

	施設所有者名
	

	施設所在地
	

	業務発注者名
	

	業務名
	

	業務内容
	※運営業務の内容を記載のこと。

	業務実施期間
	

	施設概要
	

	供用開始日
	

	構造
	

	階数
	

	延べ床面積
	

	施設用途
	※主要な用途を記載のこと。


注）１　複数の者で実施する場合、募集要項の資格等要件を満たす者ごとに作成、提出すること。

２　実績を証する書類として、契約書該当部分の写し等を添付すること。なお、当該事業者が施設を所有する場合など、契約書がない場合、契約書該当部分の写し等は不要とする。

(様式2-9)

平成　　年　　月　　日

本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の運営業務に関する資格等確認書
名古屋港管理組合管理者

名古屋市長　松原　武久　殿

［応募企業又は応募グループの代表企業］

所在地　　

商号又は名称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成19年４月13日付で名古屋港管理組合が公表した「名古屋港管理組合本庁舎等整備事業」の本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の運営業務について、必要な資格（許可・登録・認定など）をもってこれを実施することを誓約します。

(様式2-10)

現本庁舎敷地活用事業に関する実績確認書
	現本庁舎敷地

活用事業者名
	※商号又は名称を記載のこと。

	所在地
	

	代表者氏名
	

	現本庁舎敷地活用事業者の業務実績

	施設名
	

	施設所有者名
	

	施設所在地
	

	業務発注者名
	

	業務名
	

	業務内容
	※業務を受託等している場、受託業務の内容を記載のこと。

	業務実施期間
	

	施設概要
	

	供用開始日
	

	構造
	

	階数
	

	延べ床面積
	

	施設用途
	※主要な用途を記載のこと。


注）１　複数の者で実施する場合、募集要項の資格等要件を満たす者ごとに作成、提出すること。

２　実績を証する書類として、契約書該当部分の写し等を添付すること。なお、当該事業者が施設を所有する場合など、契約書がない場合、契約書該当部分の写し等は不要とする。

(様式2-11)

平成　　年　　月　　日

現本庁舎敷地活用事業に関する資格等確認書
名古屋港管理組合管理者

名古屋市長　松原　武久　殿

［応募企業又は応募グループの代表企業］

所在地　　

商号又は名称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成19年４月13日付で名古屋港管理組合が公表した「名古屋港管理組合本庁舎等整備事業」の現本庁舎敷地活用事業について、必要な資格（許可・登録・認定など）をもってこれを実施することを誓約します。

(様式2-12)

現港湾会館敷地活用事業に関する実績確認書
	現港湾会館敷地

活用事業者名
	※商号又は名称を記載のこと。

	所在地
	

	代表者氏名
	

	現港湾会館敷地活用事業者の業務実績

	施設名
	

	施設所有者名
	

	施設所在地
	

	業務発注者名
	

	業務名
	

	業務内容
	※業務を受託等している場、受託業務の内容を記載のこと。

	業務実施期間
	

	施設概要
	

	供用開始日
	

	構造
	

	階数
	

	延べ床面積
	

	施設用途
	※主要な用途を記載のこと。


注）１　複数の者で実施する場合、募集要項の資格等要件を満たす者ごとに作成、提出すること。

２　実績を証する書類として、契約書該当部分の写し等を添付すること。なお、当該事業者が施設を所有する場合など、契約書がない場合、契約書該当部分の写し等は不要とする。

(様式2-13)

平成　　年　　月　　日

現港湾会館敷地活用事業に関する資格等確認書
名古屋港管理組合管理者

名古屋市長　松原　武久　殿

［応募企業又は応募グループの代表企業］

所在地　　

商号又は名称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成19年４月13日付で名古屋港管理組合が公表した「名古屋港管理組合本庁舎等整備事業」の現港湾会館敷地活用事業について、必要な資格（許可・登録・認定など）をもってこれを実施することを誓約します。

（３）参加を辞退する場合の提出書類

(様式3-1)

平成　　年　　月　　日

参加辞退届
名古屋港管理組合管理者

名古屋市長　松原　武久　殿

［応募企業又は応募グループの代表企業］

所在地　　

商号又は名称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成19年４月13日付で名古屋港管理組合が公表した「名古屋港管理組合本庁舎等整備事業」について、参加表明書及び資格審査書等を提出しましたが、参加を辞退します。

（４）事業提案書提出時の提出書類
(様式4-1)

平成　　年　　月　　日

本庁舎・港湾会館のサービス購入費に関する提案価格書
名古屋港管理組合管理者

名古屋市長　松原　武久　殿

［応募企業又は応募グループの代表企業］

所在地　　

商号又は名称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

事業名

名古屋港管理組合本庁舎等整備事業　　　　　　　　　　　　　　

	金　額
	千億
	百億
	拾億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	円


平成19年４月13日付で名古屋港管理組合が公表した「名古屋港管理組合本庁舎等整備事業」の募集要項等を承諾のうえ、本庁舎・港湾会館のサービス購入費につき、上記金額により応募します。上記金額に、取引にかかる消費税及び地方消費税の額を加算した金額をもって表記の事業を実施します。

注）１　金額は、算用数字で表記し、数字の直前に「金」を付記すること。

２　本提案価格書は、下記の書類とあわせて組合が指定する封筒に入れ、封印し提出すること。

・本庁舎・港湾会館のサービス購入費に関する提案価格内訳書(様式4-2)
・合築民間施設敷地の貸付料に関する提案価格(様式4-3)
・現本庁舎敷地の貸付料に関する提案価格(様式4-4)
・現港湾会館敷地の売払代金に関する提案価格(様式4-5)
３　封筒の表には、必ず応募企業又は応募グループの代表企業名を記載すること。

(様式4-2)

本庁舎・港湾会館のサービス購入費に関する提案価格内訳書

（単位：円）

	提案価格の内訳
	金　　額

	本庁舎・港湾会館の

設計・建設業務
	サービス購入費Ａ（一括支払分Ａ）
	

	
	サービス購入費Ｂ（一括支払分Ｂ）
	

	
	サービス

購入費Ｃ
	サービス

購入費Ｃⅰ
	割賦元金ⅰ
	

	
	
	
	割賦金利ⅰ
	

	
	
	サービス

購入費Ｃⅱ
	割賦元金ⅱ
	

	
	
	
	割賦金利ⅱ
	

	
	
	小計（Ｃⅰ＋Ｃⅱ）
	

	
	小計（サービス購入費Ａ・Ｂ・Ｃ）
	

	
	本庁舎・港湾会館の整備費（割賦金利を除く）

	
	本庁舎の整備費（整備費ⅰ）
	

	
	港湾会館の整備費（整備費ⅱ）
	

	
	小計（整備費ⅰ＋整備費ⅱ）
	

	本庁舎・港湾会館の

維持管理・管理業務
	サービス購入費Ｄⅰ（本庁舎管理運営費相当）
	

	
	サービス購入費Ｄⅱ（港湾会館管理運営費相当）
	

	
	小計（サービス購入費Ｄ）
	

	本庁舎・港湾会館のサービス購入費に関する提案価格
	


注）１　消費税等（消費税及び地方消費税）を含めず、円単位として円未満は四捨五入して記入すること。

２　記入にあたっては、他の様式に記入した数値との整合性に留意すること。
(様式4-3)

平成　　年　　月　　日

合築民間施設敷地の貸付料に関する提案価格書
名古屋港管理組合管理者

名古屋市長　松原　武久　殿

［応募企業又は応募グループの代表企業］

所在地　　

商号又は名称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

事業名

名古屋港管理組合本庁舎等整備事業　　　　　　　　　　　　　　

１月１平方メートル当たり貸付料単価（い）

	金　額
	千億
	百億
	拾億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	円


貸付面積（ろ）

	面　積
	㎡


１月当たり貸付料単価（は）＝（い）×（ろ）

	金　額
	千億
	百億
	拾億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	円


貸付期間（に）

	期　間
	　　年　　ヶ月


貸付料総額（は）×（に）

	金　額
	千億
	百億
	拾億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	円


平成19年４月13日付で名古屋港管理組合が公表した「名古屋港管理組合本庁舎等整備事業」の募集要項等を承諾のうえ、合築民間施設敷地の貸付料につき、上記金額により応募します。

注）　算用数字で表記し、金額は数字の直前に「金」を付記すること。
(様式4-4)

平成　　年　　月　　日

現本庁舎敷地の貸付料に関する提案価格書
名古屋港管理組合管理者

名古屋市長　松原　武久　殿

［応募企業又は応募グループの代表企業］

所在地　　

商号又は名称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

事業名

名古屋港管理組合本庁舎等整備事業　　　　　　　　　　　　　　

１月１平方メートル当たり貸付料単価（い）

	金　額
	千億
	百億
	拾億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	円


貸付面積（ろ）

	面　積
	３，１００㎡


１月当たり貸付料単価（は）＝（い）×（ろ）

	金　額
	千億
	百億
	拾億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	円


貸付期間（に）

	期　間
	　　年　　ヶ月


貸付料総額（は）×（に）

	金　額
	千億
	百億
	拾億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	円


平成19年４月13日付で名古屋港管理組合が公表した「名古屋港管理組合本庁舎等整備事業」の募集要項等を承諾のうえ、現本庁舎敷地の貸付料につき、上記金額により応募します。

注）　算用数字で表記し、金額は数字の直前に「金」を付記すること。

(様式4-5)

平成　　年　　月　　日

現港湾会館敷地の売払代金に関する提案価格書
名古屋港管理組合管理者

名古屋市長　松原　武久　殿

［応募企業又は応募グループの代表企業］

所在地　　

商号又は名称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

事業名

名古屋港管理組合本庁舎等整備事業　　　　　　　　　　　　　　

	金　額
	千億
	百億
	拾億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	円


平成19年４月13日付で名古屋港管理組合が公表した「名古屋港管理組合本庁舎等整備事業」の募集要項等を承諾のうえ、現港湾会館敷地売払代金につき、上記金額により応募します。

注）　金額は、算用数字で表記し、数字の直前に「金」を付記すること。

(様式5-1)

平成　　年　　月　　日

事業提案書提出届
名古屋港管理組合管理者

名古屋市長　松原　武久　殿

［応募企業又は応募グループの代表企業］

所在地　　

商号又は名称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成19年４月13日付で名古屋港管理組合が公表した「名古屋港管理組合本庁舎等整備事業」について、募集要項等に基づき必要書類を添付して事業提案書を提出します。

なお、提出書類の記載事項及び添付書類について、事実と相違ないことを誓約します。

(様式5-2)

平成　　年　　月　　日

要求水準書に関する確認書

名古屋港管理組合管理者

名古屋市長　松原　武久　殿

［応募企業又は応募グループの代表企業］

所在地　　

商号又は名称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成19年４月13日付で名古屋港管理組合が公表した「名古屋港管理組合本庁舎等整備事業」について、提出書類の内容は、要求水準書に規定される要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。

(様式5-3)

事業提案書一覧表
	書類
	様式名
	枚数

制限
	提出

枚数
	ﾍﾟｰｼﾞ

番号
	確認欄

	事業提案書提出届
	様式5-1
	1
	
	－
	

	要求水準に関する確認書
	様式5-2
	1
	
	－
	

	事業提案書一覧表
	様式5-3
	4以内
	
	－
	

	Ⅰ　事業計画に関する提案
	

	
	表紙
	様式6-1
	1
	
	－
	

	
	１ 事業実施方針
	

	
	事業実施方針
	基本コンセプト
	様式6-2
	2以内
	
	
	

	
	
	ＰＦＩ導入による効果
	様式6-3
	2以内
	
	
	

	
	２ 事業実施体制
	

	
	マネジメント体制
	マネジメント体制
	様式6-4
	2以内
	
	
	

	
	
	業務遂行能力
	様式6-5
	2以内
	
	
	

	
	ＳＰＣの体制
	ＳＰＣの事業スキーム
	様式6-6
	1
	
	
	


	
	
	調査・設計・建設体制
	様式6-7
	2以内
	
	
	

	
	
	維持管理・運営体制
	様式6-8
	2以内
	
	
	

	
	活用事業の履行体制
	様式6-9
	1
	
	
	

	Ⅱ　ＳＰＣの経営計画に関する提案
	

	
	表紙
	様式7-1
	1
	
	－
	

	
	１ ＳＰＣの機関設計
	

	
	経営責任，意思決定，議決権
	様式7-2
	2以内
	
	
	

	
	２ 収支計画・資金調達計画
	

	
	収支計画

	収支計画
	様式7-3
	1
	
	
	

	
	
	事業収支計画
	様式7-4
	1
	
	
	

	
	
	事業収支計画（設計・建設業務費計算書）
	様式7-5
	各2

以内
	
	
	

	
	
	事業収支計画（収入計算書）
	様式7-6
	2以内
	
	
	

	
	
	貸会議室の収入予測等
	様式7-7
	2以内
	
	
	

	
	
	合築民間施設の収入予測
	様式7-8
	2以内
	
	
	

	
	
	事業収支計画（維持管理・運営業務費計算書）
	様式7-9
	各2

以内
	
	
	

	
	
	事業収支計画（損益計算書）
	様式7-10
	2以内
	
	
	

	
	
	事業収支計画（キャッシュフロー表）
	様式7-11
	2以内
	
	
	

	
	
	事業収支計画（組合の支払額）
	様式7-12
	2以内
	
	
	

	
	資金調達計画
	資金調達方法，資金調達の確実性（資金調達計画）
	様式7-13
	適宜
	
	
	

	
	
	資金調達方法，資金調達の確実性（調達条件）
	様式7-14
	適宜
	
	
	

	
	
	資金調達方法，資金調達の確実性（割賦金利）
	様式7-15
	1
	
	
	

	
	３ リスク管理
	

	
	リスク管理
	リスクの抽出，リスク回避・低減方法，リスク対応策
	様式7-16
	2以内
	
	
	

	
	
	保険の付保
	様式7-17
	適宜
	
	
	

	
	事業破綻
	ＳＰＣの破綻回避，ＳＰＣ等の破綻時の対処方法
	様式7-18
	1
	
	
	

	Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案
	

	
	表紙
	様式8-1
	1
	
	－
	

	
	基本性能
	

	
	施設内容，全体面積
	様式8-2
	適宜
	
	
	

	
	設計・建設業務の実施（１）
	様式8-3
	1
	
	
	

	
	設計・建設業務の実施（２）
	様式8-4
	1
	
	
	

	
	１ 港まちづくりと連携する施設
	

	
	地域性
	様式8-5
	2以内
	
	
	

	
	景観性
	様式8-6
	2以内
	
	
	

	
	２ 港湾行政・情報サービス拠点となる施設
	

	
	利便性
	移動（経路）
	様式8-7
	2以内
	
	
	

	
	
	移動（動線，サイン・搬送設備）
	様式8-8
	2以内
	
	
	

	
	
	移動（スペース・寸法, 仕上げ・ディテール等），操作
	様式8-9
	適宜
	
	
	

	
	バリアフリー
	様式8-10
	2以内
	
	
	

	
	室内環境
	様式8-11
	4以内
	
	
	

	
	情報化対応性
	様式8-12
	2以内
	
	
	

	
	３ みなとの防災・危機管理拠点となる施設
	

	
	防災性
	耐震
	様式8-13
	2以内
	
	
	

	
	
	耐火性，耐浸水，耐風，耐雪・耐寒，常時加重・
	様式8-14
	4以内
	
	
	

	
	機能維持性
	様式8-15
	2以内
	
	
	

	
	防犯性
	様式8-16
	2以内
	
	
	

	
	４ 環境負荷の低減を考慮し、人に優しい施設
	

	
	環境負荷低減性
	様式8-17
	2以内
	
	
	

	
	周辺環境保全性
	様式8-18
	1
	
	
	

	
	５ 経済的合理性の優れた施設
	

	
	耐用性
	様式8-19
	2以内
	
	
	

	
	保全性
	様式8-20
	1
	
	
	

	Ⅳ　本庁舎・港湾会館の維持管理・運営計画に関する提案
	

	
	表紙
	様式9-1
	1
	
	－
	

	
	１　維持管理計画
	

	
	維持管理全体計画
	様式9-2
	2以内
	
	
	

	
	建築物点検保守・修繕業務計画
	様式9-3
	2以内
	
	
	

	
	建築設備運営監視業務計画
	様式9-4
	2以内
	
	
	

	
	清掃業務計画
	様式9-5
	2以内
	
	
	

	
	２ 運営計画
	

	
	運営計画全体
	様式9-6
	2以内
	
	
	

	
	警備・受付業務計画
	様式9-7
	2以内
	
	
	

	
	本庁舎福利厚生諸室運営業務計画
	様式9-8
	2以内
	
	
	

	
	港湾会館運営業務計画
	様式9-9
	4以内
	
	
	

	Ⅴ　合築民間施設に関する提案
	

	
	表紙
	様式10-1
	1
	
	－
	

	
	１ 合築民間施設
	
	

	
	合築民間施設の考え方
	様式10-2
	2以内
	
	
	

	
	施設計画
	様式10-3
	6以内
	
	
	

	
	維持管理計画
	様式10-4
	1
	
	
	

	
	運営計画
	様式10-5
	2以内
	
	
	

	Ⅵ　現本庁舎敷地活用事業及び現港湾会館敷地活用事業に関する提案
	

	
	表紙
	様式11-1
	1
	
	－
	

	
	１ 現本庁舎敷地活用事業
	

	
	現本庁舎敷地活用事業の考え方
	様式11-2
	2以内
	
	
	

	
	施設計画
	様式11-3
	6以内
	
	
	

	
	運営計画
	様式11-4
	2以内
	
	
	

	
	経営計画
	様式11-5
	2以内
	
	
	

	
	２ 現港湾会館敷地活用事業
	

	
	現港湾会館敷地活用事業の考え方
	様式11-6
	2以内
	
	
	

	
	施設計画
	様式11-7
	6以内
	
	
	

	
	運営計画
	様式11-8
	2以内
	
	
	

	
	経営計画
	様式11-9
	2以内
	
	
	


（イ）提案図面
	書類
	様式名
	枚数

制限
	提出

枚数
	ﾍﾟｰｼﾞ

番号
	確認欄

	本庁舎・港湾会館及び合築民間施設提案図面
	

	
	表紙
	様式12-1
	1
	
	－
	

	
	配置図（縮尺1／500）
	様式12-2
	1
	
	
	

	
	各階平面図（縮尺1／250）
	様式12-3
	適宜
	
	
	

	
	立面図（縮尺1／250）
	様式12-4
	適宜
	
	
	

	
	断面図（縮尺1／250）
	様式12-5
	適宜
	
	
	

	
	外観透視図（２種）
	様式12-6
	適宜
	
	
	

	
	内観透視図（２種）
	様式12-7
	適宜
	
	
	

	現本庁舎敷地活用事業提案図面
	

	
	表紙
	様式13-1
	1
	
	－
	

	
	配置図（縮尺1／500）
	様式13-2
	1
	
	
	

	
	外観透視図（１種）
	様式13-3
	適宜
	
	
	

	現港湾会館敷地活用事業提案図面
	

	
	表紙
	様式14-1
	1
	
	－
	

	
	配置図（縮尺1／500）
	様式14-2
	1
	
	
	

	
	外観透視図（１種）
	様式14-3
	適宜
	
	
	


注）１「提出枚数」欄には、実際に提出する枚数を記載すること。

２「ページ番号」欄には、事業提案書全体を通したページ番号（各様式の１枚目のページ番号）を記載すること。

３「確認欄」には、何も記載しないこと。
(様式6-1)

Ⅰ　事業計画に関する提案
(様式6-2)

Ⅰ　事業実施計画に関する提案

	中項目
	１　事業実施方針

	小項目
	事業実施方針

	細項目
	基本コンセプト

	（要点）



	（本文）

・事業全体の基本コンセプト、事業実施に当たっての基本方針について記述してください。




(様式6-3)

Ⅰ　事業実施計画に関する提案

	中項目
	１　事業実施方針

	小項目
	事業実施方針

	細項目
	ＰＦＩ導入による効果

	（要点）



	（本文）

・民間の資金やノウハウを活用することによる、本事業全体におけるコスト縮減とサービス水準向上の考え方について記述してください。

・官民パートナーシップの考え方（事業主体別、施設別）について記述してください。




(様式6-4)

Ⅰ　事業実施計画に関する提案

	中項目
	２　事業実施体制

	小項目
	マネジメント体制

	細項目
	マネジメント体制

	（要点）



	（本文）

・ＳＰＣ、現本庁舎敷地活用事業者、現港湾会館敷地活用事業者のマネジメント・統治体制について記述してください。




(様式6-5)

Ⅰ　事業実施計画に関する提案

	中項目
	２　事業実施体制

	小項目
	マネジメント体制

	細項目
	業務遂行能力

	（要点）



	（本文）

・本事業を実施するに十分な業務遂行能力（構成員・協力企業の実績等）について記述してください。

・構成員・協力会社が債務超過の場合、第三者による履行保証（保険を含む）、代替信用補完措置について記述してください。




(様式6-6)

Ⅰ　事業実施計画に関する提案

	中項目
	２　事業実施体制

	小項目
	ＳＰＣの体制

	細項目
	ＳＰＣの事業スキーム

	（要点）



	（本文）

・ＳＰＣの事業スキーム、構成員や協力会社の役割分担について記述してください。




(様式6-7)

Ⅰ　事業実施計画に関する提案

	中項目
	２　事業実施体制

	小項目
	ＳＰＣの体制

	細項目
	調査・設計・建設体制

	（要点）



	（本文）

・本庁舎・港湾会館、合築民間施設の調査・設計・建設について、事業実施体制（マネジメント、セルフモニタリング等）について記述してください。




(様式6-8)

Ⅰ　事業実施計画に関する提案

	中項目
	２　事業実施体制

	小項目
	ＳＰＣの体制

	細項目
	維持管理・運営体制

	（要点）



	（本文）

・本庁舎・港湾会館、合築民間施設の維持管理・運営について、事業実施体制（マネジメント、セルフモニタリング等）について記述してください。




(様式6-9)

Ⅰ　事業実施計画に関する提案

	中項目
	２　事業実施体制

	小項目
	活用事業の履行体制

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・活用事業者による活用事業の履行体制及びＳＰＣによる活用事業の支援方法等、活用事業を確実に履行する方法について記述してください。


(様式7-1)

Ⅱ　ＳＰＣの経営計画に関する提案
(様式7-2)

Ⅱ　ＳＰＣの経営計画に関する提案

	中項目
	１　ＳＰＣの機関設計

	小項目
	経営責任，意思決定，議決権

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・下記の事項について記載してください。

・ＳＰＣの経営責任を負う者。合同会社とする場合の機関設計

・業務遂行に係る意思決定方法、企業統治の考え方

・業務遂行の責任に応じた議決権保有割合


(様式7-3)

Ⅱ　ＳＰＣの経営計画に関する提案

	中項目
	２　収支計画・資金調達計画

	小項目
	収支計画

	細項目
	収支計画（全体）

	（要点）



	（本文）

・事業を安定的かつ健全に遂行するための収支計画（事業収支計画、貸会議室の収入予測等、合築民間施設の収入予測）に関する考え方について記述してください。




(様式7-4)

Ⅱ　ＳＰＣの経営計画に関する提案

	中項目
	２　収支計画・資金調達計画

	小項目
	収支計画

	細項目
	事業収支計画

	（要点）



	（本文）

・事業収支計画に関する考え方を記述してください。

・利益処分に関する考え方（内部留保、配当等）を記述してください。

・その他、事業の安定化の工夫、資金管理計画に関する考え方を記述してください。




(様式7-5)

Ⅱ　ＳＰＣの経営計画に関する提案

	中項目
	２　収支計画・資金調達計画

	小項目
	収支計画

	細項目
	事業収支計画（設計・建設業務費計算書）


　・下記業務に係る業務費算定について、下表を参考に作成してください。

本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の設計・建設業務費計算書

（単位：千円）

	項 目
	見積額
	積算根拠

	本庁舎の設計・建設業務費
	
	

	港湾会館の設計・建設業務費
	
	

	合築民間施設の設計・建設業務費
	
	

	現本庁舎からの引越業務費
	
	

	現本庁舎の解体・撤去業務費
	
	

	現港湾会館の解体・撤去業務費
	
	

	融資組成手数料
	
	

	合 計
	
	


注）１　消費税及び地方消費税を含めない金額で記載すること。

　　２　千円未満は四捨五入すること。

（本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の設計・建設業務費の内訳）

本庁舎の設計・建設業務費計算書

（単位：千円）

	項 目
	見積額
	積算根拠

	基本設計費
	
	

	実施設計費
	
	

	調査費
	
	

	
	地盤調査費
	
	

	
	敷地調査費
	
	

	
	テレビ電波障害対策調査費
	
	

	
	その他（※）
	
	

	工事監理費
	
	

	直接建設費
	
	

	
	建築工事費
	
	

	
	電気設備工事費
	
	

	
	衛生設備工事費
	
	

	
	空調設備工事費
	
	

	
	昇降機設備工事費
	
	

	
	外構工事費
	
	

	
	その他（※）
	
	

	共通費
	
	

	
	共通仮設費
	
	

	
	現場管理費
	
	

	
	一般管理費
	
	

	テレビ電波障害対策工事費
	
	

	建物と一体の備品製作・設置費等
	
	

	上記に係る建中金利
	
	

	初期投資と認められる費用
	
	

	その他（※）
	
	

	合 計
	
	


※　その他については、可能な範囲で具体的に記述すること。

注）１　消費税及び地方消費税を含めない金額を記載すること。

　　２　千円未満は四捨五入すること。

　　３　本業務費は、整備費ⅰに該当し、サービス購入費Ｂ及びサービス購入費Ｃⅰの対象となる。

（本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の設計・建設業務費の内訳）

港湾会館の設計・建設業務費計算書

（単位：千円）
	項 目
	見積額
	積算根拠

	基本設計費
	
	

	実施設計費
	
	

	調査費
	
	

	
	地盤調査費
	
	

	
	敷地調査費
	
	

	
	テレビ電波障害対策調査費
	
	

	
	その他（※）
	
	

	工事監理費
	
	

	直接建設費
	
	

	
	建築工事費
	
	

	
	電気設備工事費
	
	

	
	衛生設備工事費
	
	

	
	空調設備工事費
	
	

	
	昇降機設備工事費
	
	

	
	外構工事費
	
	

	
	その他（※）
	
	

	共通費
	
	

	
	共通仮設費
	
	

	
	現場管理費
	
	

	
	一般管理費
	
	

	テレビ電波障害対策工事費
	
	

	建物と一体の備品製作・設置費等
	
	

	上記に係る建中金利
	
	

	初期投資と認められる費用
	
	

	その他（※）
	
	

	合 計
	
	


※　その他については、可能な範囲で具体的に記述すること。

注）１　消費税及び地方消費税を含めない金額を記載すること。

　　２　千円未満は四捨五入すること。

３　本業務費は、整備費ⅱに該当し、サービス購入費Ａ及びサービス購入費Ｃⅱの対象となる。

（本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の設計・建設業務費の内訳）

合築民間施設の設計・建設業務費計算書

（単位：千円）
	項 目
	見積額
	積算根拠

	基本設計費
	
	

	実施設計費
	
	

	調査費
	
	

	
	地盤調査費
	
	

	
	敷地調査費
	
	

	
	テレビ電波障害対策調査費
	
	

	
	その他（※）
	
	

	工事監理費
	
	

	直接建設費
	
	

	
	建築工事費
	
	

	
	電気設備工事費
	
	

	
	衛生設備工事費
	
	

	
	空調設備工事費
	
	

	
	昇降機設備工事費
	
	

	
	外構工事費
	
	

	
	その他（※）
	
	

	共通費
	
	

	
	共通仮設費
	
	

	
	現場管理費
	
	

	
	一般管理費
	
	

	テレビ電波障害対策工事費
	
	

	建物と一体の備品製作・設置費等
	
	

	上記に係る建中金利
	
	

	初期投資と認められる費用
	
	

	その他（※）
	
	

	合 計
	
	


※　その他については、可能な範囲で具体的に記述すること。

注）１　消費税及び地方消費税を含めない金額を記載すること。

　　２　千円未満は四捨五入すること。

３　本業務費は、サービス購入費の対象とならない。

（本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の設計・建設業務費の内訳）

現本庁舎からの引越し業務費計算書

（単位：千円）
	項 目
	見積額
	積算根拠

	引越し費
	
	


注）１　消費税及び地方消費税を含めない金額で記載すること。

　　２　千円未満は四捨五入すること。

３　本業務費は、整備費ⅱに該当し、サービス購入費Ａ及びサービス購入費Ｃⅰの対象となる。

現本庁舎の解体・撤去業務費計算書

（単位：千円）
	項 目
	見積額
	積算根拠

	設計費
	
	

	調査費
	
	

	解体・撤去費
	
	

	工事監理費
	
	


注）１　消費税及び地方消費税を含めない金額を記載すること。

　　２　千円未満は四捨五入すること。

　　３　本業務費は、整備費ⅰに該当し、サービス購入費Ｂ及びサービス購入費Ｃⅰの対象となる。

現港湾会館の解体・撤去業務費計算書

（単位：千円）
	項 目
	見積額
	積算根拠

	設計費
	
	

	調査費
	
	

	解体・撤去費
	
	

	工事監理費
	
	


注）１　消費税及び地方消費税を含めない金額を記載すること。

　　２　千円未満は四捨五入すること。

　　３　本業務費は、整備費ⅱに該当し、サービス購入費Ａ及びサービス購入費Ｃⅱの対象となる。

融資組成手数料計算書

（単位：千円）
	項 目
	見積額
	積算根拠

	融資組成手数料
	
	


注）１　消費税及び地方消費税を含めない金額を記載すること。

　　２　千円未満は四捨五入すること。

　　３　本業務費は、整備費ⅱに該当し、サービス購入費Ａ及びサービス購入費Ｃⅱの対象となる。
(様式7-6)

Ⅱ　ＳＰＣの経営計画に関する提案

	中項目
	２　収支計画・資金調達計画

	小項目
	収支計画

	細項目
	事業収支計画（収入計算書）


　・収入算定（事業期間の総額）について、下表を参考に作成してください。

（単位：千円）

	収入科目
	金　額
	設定内容・考え方

	(1)サービス購入費
	サービス購入費Ａ
	
	

	
	サービス購入費Ｂ
	
	

	
	サービス購入費Ｃ
	
	

	
	サービス購入費Ｄ
	
	

	
	小計
	
	

	(2)本庁舎福利厚生施設運営業務
	自動販売機
	
	

	
	食堂
	
	

	
	小計
	
	

	(3)貸会議室運営業務
	会議室利用料金
	
	

	
	附帯設備
	
	

	
	小計
	
	

	(4)利便施設運営業務
	喫茶
	
	

	
	レストラン
	
	

	
	その他（※）
	
	

	
	小計
	
	

	(5)合築民間施設運営業務
	
	

	合　計
	
	


※　その他については、可能な範囲で具体的に記述すること。

注）１　設定に当たっての考え方については、できる限り詳細に記述すること。

　　２　欄が不足する場合は、本様式に準じて追加作成すること。

　　３　その他の様式と関連する項目については、様式間で整合性を確保すること。

　　４　物価変動は見込まずに作成すること。

　　５　消費税及び地方消費税を含めない金額を記載すること。

　　６　千円未満は四捨五入すること。

(様式7-7)

Ⅱ　ＳＰＣの経営計画に関する提案

	中項目
	２　収支計画・資金調達計画

	小項目
	収支計画

	細項目
	貸会議室の収入予測等

	（要点）



	（本文）

・福利厚生施設運営業務、会議室運営業及び利便施設運営業務に関する利用者数・料金収入予測の考え方について記述してください。




(様式7-8)

Ⅱ　ＳＰＣの経営計画に関する提案

	中項目
	２　収支計画・資金調達計画

	小項目
	収支計画

	細項目
	合築民間施設の収入予測

	（要点）



	（本文）

・合築民間施設の収入予測の考え方について記述してください。




(様式7-9)

Ⅱ　ＳＰＣの経営計画に関する提案

	中項目
	２　収支計画・資金調達計画

	小項目
	収支計画

	細項目
	事業収支計画（維持管理・運営業務費計算書）


・本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の維持管理・運営業務費用算定（事業期間の総額）について、下表を参考に作成してください。

（単位：千円）

	費用科目
	費用内訳
	金　額

	本庁舎管理運営費
	建築物点検保守・修繕業務
	

	
	建築設備運転監視業務
	

	
	植栽管理
	

	
	清掃業務
	

	
	警備・受付業務
	

	
	福利厚生諸室運営業務
	

	
	ＳＰＣ一般管理費
	

	
	光熱水費
	

	
	保険料
	

	
	その他（※）
	

	
	小計
	

	
	（内訳）上記のうちの人件費相当額
	

	港湾会館管理運営費
	建築物点検保守・修繕業務
	

	
	建築設備運転監視業務
	

	
	植栽管理
	

	
	清掃業務
	

	
	警備・受付業務
	

	
	港湾会館運営業務
	

	
	利便施設使用料
	

	
	ＳＰＣ一般管理費
	

	
	光熱水費
	

	
	保険料
	

	
	その他（※）
	

	
	小計
	

	
	（内訳）上記のうちの人件費相当額
	

	本庁舎・港湾会館管理運営費
	小計
	


（単位：千円）

	費用科目
	費用内訳
	金　額

	合築民間施設管理運営費
	建築物点検保守・修繕業務
	

	
	建築設備運転監視業務
	

	
	植栽管理
	

	
	清掃業務
	

	
	警備・受付業務
	

	
	○○運営業務
	

	
	合築民間施設敷地貸付料
	

	
	小計
	

	合計
	


※　その他については、可能な範囲で具体的に記述すること。

注）１　その他様式と関連する項目については、様式間で整合性を確保すること。

　　２　欄が不足する場合は、様式を追加作成すること。

　　３　消費税及び地方消費税を含めない金額を記載すること。

　　４　物価変動を見込まずに作成すること。

　　５　千円未満は四捨五入すること。
（本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の維持管理・運営業務費の内訳）

本庁舎の維持管理・運営業務費計算書

（単位：千円）

	費用科目
	費用内訳
	金　額
	設定内容・考え方

	建築物点検保守・修繕業務
	点検保守
	
	

	
	修繕
	
	

	
	植栽管理
	
	

	
	小計
	
	

	建築設備運転監視業務
	運転監視
	
	

	
	電気設備保守管理
	
	

	
	機械設備保守管理
	
	

	
	昇降機設備保守管理
	
	

	
	小計
	
	

	清掃業務
	清掃業務
	
	

	
	廃棄物処理
	
	

	
	害虫駆除
	
	

	
	小計
	
	

	警備・受付業務
	警備
	
	

	
	受付
	
	

	
	小計
	
	

	福利厚生諸室運営業務
	自動販売機
	
	

	
	食堂
	
	

	
	小計
	
	

	その他
	ＳＰＣ一般管理費
	
	

	
	光熱水費
	
	

	
	保険料
	
	

	
	その他（※）
	
	

	
	小計
	
	

	合計
	
	

	（内訳）上記のうちの人件費相当額
	
	


※　その他については、可能な範囲で具体的に記述すること。

注）１　その他様式と関連する項目については、様式間で整合性を確保すること。

　　２　欄が不足する場合は、様式を追加作成すること。

　　３　消費税等（消費税及び地方消費税）を含めない金額を記載すること。

　　４　物価変動を見込まずに作成すること。

　　５　千円未満は四捨五入すること。

　　６　本業務費は、管理運営費ⅰに該当し、サービス購入費Ｄⅰの対象となる。
（本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の維持管理・運営業務費の内訳）

港湾会館の維持管理・運営業務費計算書

（単位：千円）

	費用科目
	費用内訳
	金　額
	設定内容・考え方

	建築物点検保守・修繕業務
	点検保守
	
	

	
	修繕
	
	

	
	植栽管理
	
	

	
	小計
	
	

	建築設備運転監視業務
	運転監視
	
	

	
	電気設備保守管理
	
	

	
	機械設備保守管理
	
	

	
	昇降機設備保守管理
	
	

	
	小計
	
	

	清掃業務
	清掃業務
	
	

	
	廃棄物処理
	
	

	
	害虫駆除
	
	

	
	小計
	
	

	警備・受付業務
	警備
	
	

	
	受付
	
	

	
	小計
	
	

	港湾会館運営業務
	貸会議室
	
	

	
	利便施設
	
	

	
	小計
	
	

	利便施設敷地・建物使用料
	
	

	その他
	ＳＰＣ一般管理費
	
	

	
	光熱水費
	
	

	
	保険料
	
	

	
	その他（※）
	
	

	
	小計
	
	

	合計
	
	

	（内訳）上記のうちの人件費相当額
	
	


※　その他については、可能な範囲で具体的に記述すること。

注）１　その他様式と関連する項目については、様式間で整合性を確保すること。

　　２　欄が不足する場合は、様式を追加作成すること。

　　３　消費税等（消費税及び地方消費税）を含めない金額を記載すること。

　　４　物価変動を見込まずに作成すること。

　　５　千円未満は四捨五入すること。

６　本業務費は、管理運営費ⅱに該当し、サービス購入費Ｄⅱの対象となる。
（本庁舎・港湾会館及び合築民間施設の維持管理・運営業務費の内訳）

合築民間施設の維持管理・運営業務費計算書

（単位：千円）

	費用科目
	費用内訳
	金　額
	

	建築物点検保守・修繕業務
	点検保守
	
	

	
	修繕
	
	

	
	植栽管理
	
	

	
	小計
	
	

	建築設備運転監視業務
	運転監視
	
	

	
	電気設備保守管理
	
	

	
	機械設備保守管理
	
	

	
	昇降機設備保守管理
	
	

	
	小計
	
	

	清掃業務
	清掃業務
	
	

	
	廃棄物処理
	
	

	
	害虫駆除
	
	

	
	小計
	
	

	警備・受付業務
	警備
	
	

	
	受付
	
	

	
	小計
	
	

	○○運営業務
	○○
	
	

	
	小計
	
	

	合築民間施設敷地貸付料
	
	

	その他
	ＳＰＣ一般管理費
	
	

	
	光熱水費
	
	

	
	保険料
	
	

	
	その他（※）
	
	

	
	小計
	
	

	合計
	
	


※　その他については、可能な範囲で具体的に記述すること。

注）１　その他様式と関連する項目については、様式間で整合性を確保すること。

　　２　欄が不足する場合は、様式を追加作成すること。

　　３　消費税等（消費税及び地方消費税）を含めない金額で記載すること。

　　４　物価変動を見込まずに作成すること。

　　５　千円未満は四捨五入すること。

　　６　本業務費は、サービス購入費の対象とならない。
(様式7-10)

Ⅱ　ＳＰＣの経営計画に関する提案

	中項目
	２　収支計画・資金調達計画

	小項目
	収支計画

	細項目
	事業収支計画（損益計算書）


損益計算書

※添付EXcelファイルによる形式で作成、提出してください。

(様式7-11)

Ⅱ　ＳＰＣの経営計画に関する提案

	中項目
	２　収支計画・資金調達計画

	小項目
	収支計画

	細項目
	事業収支計画（キャッシュフロー表）


キャッシュフロー計算書

※添付EXcelファイルによる形式で作成、提出してください。

(様式7-12)

Ⅱ　ＳＰＣの経営計画に関する提案

	中項目
	２　収支計画・資金調達計画

	小項目
	収支計画

	細項目
	事業収支計画（組合の支払額）


サービス購入費支払い予定表

※添付EXcelファイルによる形式で作成、提出してください。

(様式7-13)

Ⅱ　ＳＰＣの経営計画に関する提案

	中項目
	２　収支計画・資金調達計画

	小項目
	資金調達計画

	細項目
	資金調達方法，資金調達の確実性（資金調達計画）

	・資金調達計画（出資、借入、その他の構成等）の考え方について記述してください。




（単位：千円）

	調達方法
	金額
	構成割合

（調達方法別）
	構成割合

（全体）
	条件等

	出資金
	
	
	
	

	
	出資企業１
	
	
	
	

	
	出資企業２
	
	
	
	

	
	出資企業３
	
	
	
	

	
	出資金計
	
	
	
	

	借入金
	
	
	
	

	
	借入金１
	
	
	
	

	
	借入金２
	
	
	
	

	
	借入金３
	
	
	
	

	
	借入金計
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	その他計
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


注）１　金融機関からの融資確約書、関心表明書等を添付すること。添付しない場合、交渉状況などその理由について記述すること。

２　欄が不足する場合は、本様式に準じて追加作成すること。

３　その他の様式と関連する項目については、様式間で整合性を確保すること。

４　物価変動は見込まずに作成すること。

　　５　千円未満は四捨五入すること。
(様式7-14)

Ⅱ　ＳＰＣの経営計画に関する提案

	中項目
	２　収支計画・資金調達計画

	小項目
	資金調達計画

	細項目
	資金調達方法，資金調達の確実性（調達条件）

	・資金調達条件（金利、返済方法、融資実行時期等）の考え方について記述してください。




借入金１

	項　　目
	条　　件

	金融機関名等
	金融機関名・構成員名等

	融資対象施設
	本庁舎・港湾会館、合築民間施設の別等

	融資額
	

	融資手法
	プロジェクトファイナンス・コーポレートファイナンス等

	金利（％）
	基準金利＋スプレッド（　　　　　％）

	金利
	固定・変動

	返済方法
	元利均等・元金均等 等

	融資実行予定時期
	

	返済期限・返済回数
	

	融資確約書、関心表明書等
	取得の有無

	その他条件、特記事項
	


借入金２
	項　　目
	条　　件

	金融機関名等
	金融機関名・構成員名等

	融資対象施設
	本庁舎・港湾会館、合築民間施設の別等

	融資額
	

	融資手法
	プロジェクトファイナンス・コーポレートファイナンス等

	金利（％）
	基準金利＋スプレッド（　　　　　％）

	金利
	固定・変動

	返済方法
	元利均等・元金均等 等

	融資実行予定時期
	

	返済期限・返済回数
	

	融資確約書、関心表明書等
	取得の有無

	その他条件、特記事項
	


注）欄等が不足する場合は、本様式に準じて追加作成すること。
(様式7-15)

Ⅱ　ＳＰＣの経営計画に関する提案

	中項目
	２　収支計画・資金調達計画

	小項目
	資金調達計画

	細項目
	資金調達方法，資金調達の確実性（割賦金利）

	・割賦金利の考え方、根拠について、金融機関からの借入金利等を適宜参照しながら、なぜそのレートを設定したのかを可能な範囲で分かりやすく説明してください。




「名古屋港管理組合本庁舎等整備事業」の応募における割賦金利は、以下のとおりです。

	基準金利（ａ）
	　　　　％

	スプレッド（ｂ）
	　　　　％

	割賦金利（ａ＋ｂ）
	　　　　％


注）１　基準金利（ａ）は、1.813％とすること。

２　金利及びスプレッドは、小数点以下第三位までとする。

３　(様式7-10)、(様式7-11)及び(様式7-12)の計算を行う際にもここに示した数値（小数点以下第三位までの数値）を用いること。

(様式7-16)

Ⅱ　ＳＰＣの経営計画に関する提案

	中項目
	３　リスク管理

	小項目
	リスク管理

	細項目
	リスクの抽出，リスク回避・低減方法，リスク対応策

	（要点）



	（本文）

・本庁舎・港湾会館、合築民間施設において、留意すべきと考えるリスクについて記述してください。

・上記のリスクの回避又は低減方法について記述してください。

・上記のリスクが顕在化した場合の対応策について記述してください。




(様式7-17)

Ⅱ　ＳＰＣの経営計画に関する提案

	中項目
	３　リスク管理

	小項目
	リスク管理

	細項目
	保険の付保

	・保険の付保に関する考え方を記述してください。




設計・建設期間中の保険

	保険名称
	保険

種類
	保険

契約者
	被契約者
	保険の内容

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


維持管理・運営期間中の保険

	保険名称
	保険

種類
	保険

契約者
	被契約者
	保険の内容

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


(様式7-18)

Ⅱ　ＳＰＣの経営計画に関する提案

	中項目
	３　リスク管理

	小項目
	事業破綻

	細項目
	ＳＰＣの破綻回避，ＳＰＣ等の破綻時の対処方法

	（要点）



	（本文）

・ＳＰＣや事業の破綻回避の具体的方法について記述してください。

・ＳＰＣ又は出資者や事業の破綻時等、事業継続できない場合の代替補完措置等具体的な対処方法について記述してください。


(様式8-1)

Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案
(様式8-2)

Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案

	中項目
	基本性能

	小項目
	施設内容，全体面積

	細項目
	


本庁舎・港湾会館の各室性能表

※添付EXcelファイルによる形式で作成、提出してください。



本庁舎・港湾会館の全体面積表

※添付EXcelファイルによる形式で作成、提出してください。

(様式8-3)

Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案

	中項目
	基本性能

	小項目
	設計・建設業務の実施（１）

	細項目
	

	・事業スケジュールに合致した設計・建設業務工程について記述してください。

・予定される工期について、下表のほか、工事工程・作業内容に関して記述してください。

・設計・建設業務工程において留意した点等を記述してください。

基本設計

平成　年　月 ～ 平成　年　月
実施設計

平成　年　月 ～ 平成　年　月
建築確認申請
平成　年　月　
建設工事着手
平成　年　月
建設工事完了（完工検査）
平成　年　月
完工確認（対応可能年月）

平成　年　月

現本庁舎等からの引越し
平成　年　月
供用開始

平成22年４月

現本庁舎の解体・撤去
平成　年　月 ～ 平成　年　月
現港湾会館の解体・撤去
平成　年　月 ～ 平成　年　月



(様式8-4)

Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案

	中項目
	基本性能

	小項目
	設計・建設業務の実施（２）

	細項目
	


設計・建設業務の工程表

※添付EXcelファイルによる形式で作成、提出してください。

(様式8-5)

Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案

	中項目
	１　港まちづくりと連携する施設

	小項目
	地域性

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

関連計画との

整合・調整
・名古屋港港湾計画や築地ポートタウン計画等との整合・調整について記述してください。

周辺施設との

整合・調整
・ガーデンふ頭の再開発を踏まえ、名古屋港水族館から名古屋港イタリア村までの回遊性を確保する歩行者動線について記述してください。

・地域振興、地域の賑わい創出に関する考え方について記述してください。




(様式8-6)

Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案

	中項目
	１　港まちづくりと連携する施設

	小項目
	景観性

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

関連計画との

整合・調整
・名古屋港港湾計画や築地ポートタウン計画等との整合・調整について記述してください。

周辺の自然・

都市環境への配慮
・周辺の自然・都市環境との調和、景観形成について記述してください。




(様式8-7)

Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案

	中項目
	２　港湾行政・情報のサービス拠点となる施設

	小項目
	利便性

	細項目
	移動（経路）

	（要点）



	（本文）

・要求水準（表2-5-1,2等）を満足する配置計画について記述してください。

・地下鉄との接続、周辺道路や施設との動線について記述してください。




(様式8-8)

Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案

	中項目
	２　港湾行政・情報のサービス拠点となる施設

	小項目
	利便性

	細項目
	移動（動線，サイン，搬送設備）

	（要点）



	（本文）

動線
・下記の動線計画について記述してください。

車寄せ、駐車場及び外構における、人と車の動線

利用者と搬入の動線の分離

利用者と職員の動線の分離

議会関連の動線の独立性の確保

動線の短縮

内部の情報コーナーや外部の憩いの空間等は市民活動スペースとして提供

住民への開放

サイン
・サイン計画に関して、建物との調和、統一性、視認性及び誘導性について記述してください。

搬送設備

・搬送設備計画（エレベーター等）の考え方について記述してください。




(様式8-9)

Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案

	中項目
	２　港湾行政・情報のサービス拠点となる施設

	小項目
	利便性

	細項目
	移動，操作

	（要点）



	（本文）

移動（スペース・寸法）
・各室、外構等の形状の考え方について記述してください。

移動（仕上げ･ディテール等）
・要求水準（表2-5-4等）を踏まえ、下表（内部仕上表、外部仕上表（Ａ３横を可とする。））のほか、内部、外部、外構の仕上げの特徴や独自提案について記述してください。

操作

・要求水準書の表2-5-2で要求する建具等について、要求水準（表2-5-1,2等）を満足する建具、設備、備品について記述してください。

　　内部仕上表

階数
室名※
天井高
床
幅木
壁
天　井
性能等・その他
　　※室名又は表2-5-4の種別ごと（Ｓ１等）に内部仕上表を作成すること。

外部仕上表

項　目

場　所

仕上げ

備　　考

屋根

軒天

外壁

笠木

建具

バルコニー

その他




(様式8-10)

Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案

	中項目
	２　港湾行政・情報のサービス拠点となる施設

	小項目
	バリアフリー

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・バリアフリーに関する考え方について記述してください。




(様式8-11)

Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案

	中項目
	２　港湾行政・情報のサービス拠点となる施設

	小項目
	室内環境

	細項目
	音環境，光環境，熱環境，空気環境，衛生環境，振動

	（要点）



	（本文）

音環境

・要求水準（表2-5-2,4,17,18,19等）を踏まえ、音響設備（音響性）、仕上げ（遮防音性）について記述してください。

光環境

・要求水準（表2-5-17,18等）を踏まえ照明境計画について記述してください。

熱環境

・要求水準（表2-5-17,18等）を踏まえ、空調・換気計画について記述してください。

空気環境

・要求水準（表2-5-17,18等）を踏まえ、空調・換気計画について記述してください。

・喫煙室等の配置計画など、施設の分煙化の考え方について記述してください。

衛生環境

・衛生計画について記述してください。

・給湯方式について記述してください。

振動

・振動性能について記述してください。




(様式8-12)

Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案

	中項目
	２　港湾行政・情報のサービス拠点となる施設

	小項目
	情報化対応性

	細項目
	情報設備設置環境，情報設備信頼性，情報設備拡張性

	（要点）



	（本文）

情報設備設置環境
・要求水準（表2-5-17～19等）を踏まえ、情報設備の性能、情報・通信設備計画について記述してください。

情報設備信頼性
・情報設備の信頼性の確保の考え方ついて記述してください。

情報設備拡張性
・情報設備の拡張性の確保の考え方について記述してください。




(様式8-13)

Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案

	中項目
	３　みなとの防災・危機管理拠点となる施設

	小項目
	防災性

	細項目
	耐震

	（要点）



	（本文）

構造体（耐震安全性）
・要求水準（表2-4-1,2-5-7～9等）を踏まえ、構造種別及び耐震性能について記述してください。

構造体（地盤及び

基礎構造）
・支持層の深さ、厚さ、地盤の性状（液状化等）を踏まえ、基礎構造、基礎形式等について記述してください。

建築非構造部材
・要求水準（表2-4-1,2-5-7～9等）を踏まえ、満足する建築非構造部材の耐震性能について記述してください。

建築設備

・建築設備の耐震性能について記述してください。




(様式8-14)

Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案

	中項目
	３　みなとの防災・危機管理拠点となる施設

	小項目
	防災性

	細項目
	対火災，対浸水，耐風，耐雪・耐寒，対落雷，常時加重

	（要点）



	（本文）

対火性（耐火）
・要求水準（表2-4-1等）を踏まえ、耐火性能について記述してください。

対火性（防火）
・要求水準（表2-4-1等）を踏まえ、防火性能について記述してください。

対火性（火災時の避難安全確保）
・火災時の避難・誘導、避難場所、避難経路の安全性の確保について記述してください。

対浸水

・要求水準（表2-4-1等）を踏まえ、対浸水性能について記述してください。

耐風

・要求水準（表2-4-1,2-5-10等）を踏まえ、耐風性能について記述してください。

耐雪・耐寒

・要求水準（表2-4-1,2-5-11等）を踏まえ、耐雪・耐寒性能について記述してください。

対落雷

・要求水準（表2-4-1等）を踏まえ、対落雷性能について記述してください。

常時加重

・要求水準（表2-5-3等）を踏まえ、床加重について記述してください。

・要求水準書の表2-5-3を参考に、提案する床加重を記述してください。

・提案する施設に応じた固定加重・積載加重、土圧・水圧・特殊加重に関する検討内容、常時加重に対する安全性の確保について記述してください。




(様式8-15)

Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案

	中項目
	３　みなとの防災・危機管理拠点となる施設

	小項目
	機能維持性

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・ライフラインが途絶した場合の機能維持性能の確保について記述してください。




(様式8-16)

Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案

	中項目
	３　みなとの防災・危機管理拠点となる施設

	小項目
	防犯性

	細項目
	防犯設備，ゾーニング・動線計画

	（要点）



	（本文）

防犯設備

・要求水準（表2-5-1,5,17,18,19等）を踏まえ、システム設計、防犯計画について記述してください。

ゾーニング・

動線計画
・防犯性能、セキュリティレベルを踏まえ、ゾーニング、動線計画、受付・警備方法について記述してください。

・合築民間施設との関係において、セキュリティ確保に関する考え方について記述してください。




(様式8-17)

Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案

	中項目
	４　環境負荷の低減を考慮し、人に優しい施設

	小項目
	環境負荷低減性

	細項目
	長寿命，適正使用・適正処理，エコマテリアル，省エネルギー・省資源

	（要点）



	（本文）

長寿命
・耐久性及びフレキシビリティへの配慮、長寿命化に関して記述してください。

適正使用・適正処理
・施設から発生する廃棄物の発生の抑制、再資源化、適正処理について記述してください。

エコマテリアル

・人体への安全性、環境への影響、資源循環への配慮、エコマテリアルの使用について記述してください。

省エネルギー・

省資源

・施設が消費するエネルギー・資源による環境負荷低減、エネルギー・資源の有効活用について記述してください。




(様式8-18)

Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案

	中項目
	４　環境負荷の低減を考慮し、人に優しい施設

	小項目
	周辺環境保全性

	細項目
	地域生態系保全，周辺環境配慮

	（要点）



	（本文）

地域生態系保全
・生態系喪失の最小化への配慮について記述してください。

・緑化の確保（場所等）、緑化率について記述してください。

周辺環境配慮
・日照阻害、電波障害、排出水、排気・排熱、騒音・振動、光害への配慮、検討結果について記述してください。




(様式8-19)

Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案

	中項目
	６　経済的合理性の優れた施設

	小項目
	耐用性

	細項目
	耐久性，フレキシビリティ

	（要点）



	（本文）

耐久性
・耐久性の確保について記述してください。

・塩害対策について記述してください。

フレキシビリティ
・社会情勢の変化や組織改編など将来予測される機能変化にフレキシブルな対応について記述してください。




(様式8-20)

Ⅲ　本庁舎・港湾会館の施設計画に関する提案

	中項目
	６　経済的合理性の優れた施設

	小項目
	保全性

	細項目
	作業性，更新性

	（要点）



	（本文）

作業性

・清掃、点検、保守等を容易かつ効率的に行うための作業スペースの確保、仕上げ等部材やディテールの考え方について記述してください。

更新性
・更新を効率的に行うための搬出入ルートや更新スペースの確保、配管等設備や仕上げ等部材について記述してください。




(様式9-1)

Ⅳ　本庁舎・港湾会館の維持管理・運営計画

に関する提案
(様式9-2)

Ⅳ　本庁舎・港湾会館の維持管理・運営計画に関する提案

	中項目
	１　維持管理計画

	小項目
	維持管理計画全体

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・維持管理業務全体の考え方、維持管理計画の基本方針に関する考え方、業務の実施の考え方について記述してください。




(様式9-3)

Ⅳ　本庁舎・港湾会館の維持管理・運営計画に関する提案

	中項目
	１　維持管理計画

	小項目
	建築物点検保守・修繕業務計画

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・建築物点検保守・修繕業務計画の内容、管理水準について記述してください。




(様式9-4)

Ⅳ　本庁舎・港湾会館の維持管理・運営計画に関する提案

	中項目
	１　維持管理計画

	小項目
	建築設備運営監視業務計画

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・建築設備運営監視業務計画の内容、管理水準について記述してください。




(様式9-5)

Ⅳ　本庁舎・港湾会館の維持管理・運営計画に関する提案

	中項目
	１　維持管理計画

	小項目
	清掃業務計画

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・清掃業務計画の内容、管理水準について記述してください。




(様式9-6)

Ⅳ　本庁舎・港湾会館の維持管理・運営計画に関する提案

	中項目
	２　運営計画全体

	小項目
	運営計画全体

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・運営業務全体の考え方、運営計画の基本方針に関する考え方、業務の実施の考え方について記述してください。




(様式9-7)

Ⅳ　本庁舎・港湾会館の維持管理・運営計画に関する提案

	中項目
	２　運営計画全体

	小項目
	警備・受付業務計画

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・警備・受付業務計画の内容、管理水準について記述してください。




(様式9-8)

Ⅳ　本庁舎・港湾会館の維持管理・運営計画に関する提案

	中項目
	２　運営計画全体

	小項目
	本庁舎福利厚生諸室運営業務計画

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・自動販売機運営業務のサービス内容（品目、価格水準等）について記述してください。

・食堂運営業務のサービス内容（業務提供時間帯、品目、価格水準等）について記述してください。




(様式9-9)

Ⅳ　本庁舎・港湾会館の維持管理・運営計画に関する提案

	中項目
	２　運営計画全体

	小項目
	港湾会館運営業務計画

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・貸会議室運営業務のサービス内容（利用料金、利用方法、利便性等）について記述してください。

・利便施設運営業務（喫茶・レストラン等）のサービス内容（業務提供時間、品目、価格水準等）について記述してください。




(様式10-1)

Ⅴ　合築民間施設に関する提案
(様式10-2)

Ⅴ　合築民間施設に関する提案

	中項目
	１　合築民間施設

	小項目
	合築民間施設の考え方

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・下記の事項について記述してください。

・築地ポートタウン計画を踏まえた土地利用の考え方

・使用目的、用途

・敷地の貸付け方法（敷地の借受け方法）

・建物形態（単独建物、区分所有）

・導入機能、想定業種・入居者

・施設の転用の可能性、転用後の用途




(様式10-3)

Ⅴ　合築民間施設に関する提案

	中項目
	１　合築民間施設

	小項目
	施設計画

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・下記の事項について記述してください。

・配置計画

・建築計画

・動線計画

・管理方法

・プライバシーの保護・動線分離

・セキュリティ確保

・災害防止

・独立運営

・修景

・歩行者動線（名古屋港水族館から名古屋港イタリア村まで）

・周辺の自然・都市環境との調和

・景観形成

・様式8-2（本庁舎・港湾会館の全体面積表）を参考に、面積表を作成してください。




(様式10-4)

Ⅴ　合築民間施設に関する提案

	中項目
	１　合築民間施設

	小項目
	維持管理計画

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・維持管理・運営計画（建築物点検保守・修繕業務計画、建築設備運営監視業務計画、清掃業務計画等）の考え方について記述してください。

・本庁舎・港湾会館の維持管理業務への配慮について記述してください。




(様式10-5)

Ⅴ　合築民間施設に関する提案

	中項目
	１　合築民間施設

	小項目
	運営計画

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・施設の運営内容（業務内容）、入居者の誘致、集客等の運営計画について記述してください。




(様式11-1)

Ⅵ　現本庁舎敷地活用事業及び

現港湾会館敷地活用事業に関する提案
(様式11-2)

Ⅵ　現本庁舎敷地活用事業及び現港湾会館敷地活用事業に関する提案

	中項目
	１　現本庁舎敷地活用事業

	小項目
	現本庁舎敷地活用事業の考え方

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・下記の事項について記述してください。

・築地ポートタウン計画を踏まえた土地利用の考え方

・使用目的、用途

・敷地の貸付け方法（敷地の借受け方法）

・導入機能、想定業種・入居者




(様式11-3)

Ⅵ　現本庁舎敷地活用事業及び現港湾会館敷地活用事業に関する提案

	中項目
	１　現本庁舎敷地活用事業

	小項目
	施設計画

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・下記の事項について記述してください。

・配置計画

・建築計画

・動線計画

・周辺の自然・都市環境との調和

・景観形成

・様式8-2（本庁舎・港湾会館の全体面積表）を参考に、面積表を作成してください。




(様式11-4)

Ⅵ　現本庁舎敷地活用事業及び現港湾会館敷地活用事業に関する提案

	中項目
	１　現本庁舎敷地活用事業

	小項目
	運営計画

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・施設の運営内容（業務内容）、入居者の誘致、集客等の運営計画について記述してください。




(様式11-5)

Ⅵ　現本庁舎敷地活用事業及び現港湾会館敷地活用事業に関する提案

	中項目
	１　現本庁舎敷地活用事業

	小項目
	経営計画

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・資金調達計画、収支計画、リスクの管理方法（回避・低減方法、対応策）の考え方について記述してください。




(様式11-6)

Ⅵ　現本庁舎敷地活用事業及び現港湾会館敷地活用事業に関する提案

	中項目
	２　現港湾会館敷地活用事業

	小項目
	現港湾会館敷地活用事業の考え方

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・下記の事項について記述してください。

・名古屋港港湾計画や築地ポートタウン計画等との整合・調整

・使用目的、用途

・導入機能、想定業種・入居者




(様式11-7)

Ⅵ　現本庁舎敷地活用事業及び現港湾会館敷地活用事業に関する提案

	中項目
	２　現港湾会館敷地活用事業

	小項目
	施設計画

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・下記の事項について記述してください。

・配置計画

・建築計画

・動線計画

・周辺の自然・都市環境との調和

・景観形成

・地下鉄名古屋港駅方面への歩行者動線

・敷地内の緑化

・様式8-2（本庁舎・港湾会館の全体面積表）を参考に、面積表を作成してください。




(様式11-8)

Ⅵ　現本庁舎敷地活用事業及び現港湾会館敷地活用事業に関する提案

	中項目
	２　現港湾会館敷地活用事業

	小項目
	運営計画

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・入居者の誘致、集客等の運営計画について記述してください。




(様式11-9)

Ⅵ　現本庁舎敷地活用事業及び現港湾会館敷地活用事業に関する提案

	中項目
	２　現港湾会館敷地活用事業

	小項目
	経営計画

	細項目
	

	（要点）



	（本文）

・資金調達計画、収支計画、リスクの管理方法（回避・低減方法、対応策）の考え方について記述してください。




(様式12-1)

本庁舎・港湾会館及び合築民間施設

提案図面

本庁舎・港湾会館及び合築民間施設提案図面

(様式12-2)　配置図（縮尺1／500）

・名古屋港水族館や名古屋港イタリア村方面への歩行者動線を表現し、回遊性の考え方を記述すること。

・ＰＦＩ事業敷地内の利用者動線（人・車）及び管理動線を表現し、動線の考え方を記述すること。

・24時間出入り可能な公共性を有する空間、屋外デッキテラス及び既設歩道橋を表現すること。

・合築や区分所有建物でない場合、施設間の歩行者動線を表現し、連携の考え方を記述すること。

(様式12-3)　各階平面図（縮尺1／250）

・各階平面図を作成し、主要な寸法、室名を記入すること。

・利用者動線（職員、港湾会館利用者等）、管理動線を記入すること。

・主要な家具・什器・備品、設備等を表現すること。

・イラスト等を使用するなど、わかりやすく表現すること。

(様式12-4)　立面図（縮尺1／250）

・立面図を４面作成すること。

(様式12-5)　断面図（縮尺1／250）

・断面図を２面作成すること。

・合築や区分所有建物でない場合、施設ごとに２面作成すること。

(様式12-6)　外観透視図
・外観透視図を２種（鳥瞰図、目線レベル（方向は任意））作成すること。

(様式12-7)　内観透視図
・内観透視図を２種（エントランス、議場）作成すること。

(様式13-1)

現本庁舎敷地活用事業

提案図面

現本庁舎敷地活用事業提案図面

(様式13-2)　配置図（縮尺1／500）

・１階平面図を兼ねること。

・市営地下鉄及び周辺からの動線を表現し、動線の考え方を記述すること。

・用途に応じて、現本庁舎敷地内の利用者動線（人・車）及び管理動線を表現し、動線の考え方を記述すること。

(様式13-3)　外観透視図
・外観透視図を１種（鳥瞰図（方向は任意））作成すること。

(様式14-1)

現港湾会館敷地活用事業

提案図面

現港湾会館敷地活用事業提案図面

(様式14-2)　配置図（縮尺1／500）

・１階平面図を兼ねること。

・市営地下鉄及び周辺からの動線を表現し、動線の考え方を記述すること。

・用途に応じて、現港湾会館敷地内の利用者動線（人・車）及び管理動線を表現し、動線の考え方を記述すること。

(様式14-3)　外観透視図
・外観透視図を１種（鳥瞰図（方向は任意））作成すること。
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